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基本施策

トータルコスト

平成３０年度 決算 平成３１年度 決算 令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 予算

68,083 72,843 75,053 70,073 74,002

令和４年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和３年度実績

９都市経営

２　適正かつ透明な行政運営の推進

４　広報広聴の充実

2000

指標名 単位 H31年度実績 R2年度実績

4,146 4,008

49,723 50,697

0 0 0

総合戦略

広報紙やホームページ、ケーブルテレビ、ソーシャルネットワーキングサービスなど多様化する情報発信ツールのそれぞれの特性を活かし、発信のターゲットやタイミン

グなども工夫し、市からの緊急情報や市政情報、お知らせなどを発信する。

R3年度実績 R4年度見込

市ホームページへのアクセス件数 2100

実績値

119.6

様々な情報媒体を活用し、市民に時宜にかなった情報提供、情報共有を図る。

市民に必要な情報が届き、伝わるとともに、市の施策について市民理解を深め、市民協働のまちづくりを実現する。
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令和元年度より広報配布等報償金の算出基準が統一されたことにより、広報紙も自治会を通しての配布となり、自治会未加入世帯への対策として、公共施設をはじめ、病院や店舗等民間施設への設置個所の増加に対応してい

る。広報紙の作成編集発行事業は、令和3年度から編集のデザイン支援業務のみ公募型プロポーザル方式による随意契約、印刷仕分業務を入札で契約、実施。広報紙の発行回数について、令和3年10月からこれまでの月2回

を月1回発行とした。

広報紙の作成編集発行事業は、平成21年度から部分的な取材・編集とデザイン・印刷・仕分け業務を民間に一括委託して実施、3回の契約更新を行った。平成30年度からは、職員が企画、取材、作成を行い、編集のデザイン

支援業務と印刷仕分業務を入札で契約、実施。平成27年度には、ホームページ音声読み上げサービスを導入。平成25年7月にはＳＮＳを開設、平成29年度にホームページのリニューアルを実施。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価
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庁内連携による情報の提供と共有を行い、全ての世代の市民に市政情報等が伝わるように、情

報発信手段を整理し効果的な情報発信をしていく必要がある。９．類似事業との統合・代替の検討
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評価の理由

現状の周辺環境

広報紙やホームページなど複数の情報発信ツールによる時宜を得た情報発信で、市民への情報

提供が図られる。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案
市民への情報発信・情報共有による満足度向上と市民間の情報格差解消

改革効果（どのような効果が期待できるか）
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８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

広報紙の発行回数を月１回に変更するとともに、紙面のリニューアルによる市民への情報提供が

計画通り実施できた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

広報紙、ホームページ、ケーブルテレビ、ＳＮＳなどそれぞれが持つ媒体の特性を活かし、ターゲットとタイミングを見極めた情報発信と情報更新を行っていく必

要がある。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

拡充

成果上昇

コスト維持

新たな取組として、高齢者やインターネット環境の整わない市民をターゲットに、一般の家庭にあるテレビを利用し、民放

局のデータ放送による、365日24時間リアルタイムな緊急情報やお知らせなどの発信を開始する。月1回の発行となった

広報紙は、市政情報など、見やすく分かりやすい掲載内容で、引き続き市民に伝わる工夫をしていく。更に、ホームペー

ジ、ケーブルテレビ、ＳＮＳなど多用な情報発信手段により、ターゲットとタイミングを意識した情報の発信と更新を行う。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

45,577

正職員

（人）正職員以外
2.50

3,703 3,973

18,360 22,146 21,823

0 0 0

21,664

0

0

0.00

2.95

0.00

事

業

概

要

対　象

周南市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

近年、広報紙、市ホームページ、ケーブルテレビ、ＳＮＳなど情報発信手段が多様化しいる。市民に必要な情報を発信するには、受け手に応じて伝わる有効な情報発信ツー

ルを選択、活用してタイムリーな発信をしていき、情報の格差を解消していく必要がある。
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48,35246,689

事務事業名 広報事業費
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会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 50.8 99.7
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